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国立大学法人筑波大学本部等職員就業規則等の施行に伴う経過措置に関する法人規則 

 
（条件附採用に関する経過措置） 

第１条 国立大学法人筑波大学本部等職員就業規則（平成１７年法人規則第７号。以下「本部等

職員就業規則」という。）、国立大学法人筑波大学附属病院職員就業規則（平成１７年法人規則

第１２号。以下「附属病院就業規則」という。）及び国立大学法人筑波大学附属学校職員就業規

則（平成１７年法人規則第１７号。以下「附属学校職員就業規則」という。）（以下これらを「本

部等職員就業規則等」と総称する。）施行の際現に条件附採用とされている者については、本部

等職員就業規則等により試用期間の適用を受けたものとみなし、既に経過した条件附採用の期

間は、本部等職員就業規則第７条、附属病院職員就業規則第７条又は附属学校職員就業規則第

７条に規定する試用期間に通算する。 
 
（派遣による転任に関する経過措置） 

第２条 本部等職員就業規則等施行の際現に国、地方公共団体、他の国立大学法人その他の法人

等に派遣されている者については、本部等職員就業規則等により派遣されたものとみなし、既

に経過した派遣期間は、本部等職員就業規則第１３条、附属病院職員就業規則第１３条又は附

属学校職員就業規則第１２条に規定する派遣の期間に通算する。 
 
（休職に関する経過措置） 

第３条 本部等職員就業規則等施行の際現に休職している者については、本部等職員就業規則等

の規定により休職したものとみなし、既に経過した休職期間は、本部等職員就業規則第２０条、

附属病院職員就業規則第２０条又は附属学校職員就業規則第１８条に規定する休職の期間に通

算する。 
 
（産前産後休業に関する経過措置） 

第４条 本部等職員就業規則等施行の際現に産前産後休業している者については、本部等職員就

業規則等により産前産後休業したものとみなし、既に経過した休業期間は、本部等職員就業規

則第２５条、附属病院職員就業規則第２５条又は附属学校職員就業規則第２２条に規定する休

業の期間に通算する。 
２ 本部等職員就業規則等の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに産前産後休業を請

求し、施行日以降に当該休業を取得しようとしている者については、本部等職員就業規則等の

規定により請求したものとみなす。 
 
（育児休業に関する経過措置） 

第５条 本部等職員就業規則等施行の際現に育児休業している者については、本部等職員就業規

則等により育児休業したものとみなし、既に経過した休業期間は、本部等職員就業規則第２６

条、附属病院職員就業規則第２６条又は附属学校職員就業規則第２３条に規定する休業の期間

に通算する。 



２ 本部等職員就業規則等の施行日の前日までに育児休業を申し出て、施行日以降に当該休業を

取得しようとしている者については、本部等職員就業規則等の規定により申し出たものとみな

す。 
 
（介護休業に関する経過措置） 

第６条 本部等職員就業規則等施行の際現に介護休業している者については、本部等職員就業規

則等により介護休業したものとみなし、既に経過した休業期間は、本部等職員就業規則第２８

条、附属病院職員就業規則第２８条又は附属学校職員就業規則第２５条に規定する休業の期間

に通算する。 
２ 本部等職員就業規則等の施行日の前日までに介護休業を申し出て、施行日以降に当該休業を

取得しようとしている者については、本部等職員就業規則等の規定により申し出たものとみな

す。 
 
（介護部分休業に関する経過措置） 

第７条 本部等職員就業規則等施行の際現に介護部分休業をしている者については、本部等職員

就業規則等の規定により介護部分休業を承認したものとみなす。 
２ 本部等職員就業規則等の施行日の前日までに介護部分休業を請求し、施行日以降に当該休業

を取得しようとしている者については、本部等職員就業規則等の規定により承認したものとみ

なす。 
 
（研修休業に関する経過措置） 

第８条 本部等職員就業規則等施行の際現に研修休業している者については、本部等職員就業規

則等の規定により研修休業を承認したものとみなし、既に経過した休業期間は、本部等職員就

業規則第３１条、附属病院職員就業規則第３１条又は附属学校職員就業規則第２８条に規定す

る休業の期間に通算する。 
２ 本部等職員就業規則等の施行日の前日までに研修休業を申し出て、施行日以降に当該休業を

取得しようとしている者については、本部等職員就業規則等の規定により承認したものとみな

す。 
 
（職務命令に基づく長期研修等に関する経過措置） 

第９条 本部等職員就業規則等施行の際現に長期研修を命ぜられている者については、本部等職

員就業規則等の規定により長期研修を命ぜられたものとみなす。 
 
（再任用に関する経過措置） 

第１０条 本部等職員就業規則等施行の際現に再任用されている者のうち当該再任用の更新が認

められ、施行日の前日までに１年を超えない範囲内で任期を定めて職員に採用されることを予

定している者については、本部等職員就業規則等の規定により更新したものとみなす。 
 
（兼業の許可に関する経過措置） 

第１１条 本部等職員就業規則等施行の際現に兼業を許可されている者については、本部等職員

就業規則等の規定により申請又は届出したものとみなし、当該兼業に係る従事時間は、本部等

職員就業規則第４５条、附属病院職員就業規則第４５条又は附属学校職員就業規則第４２条に

規定する１年間の総従事時間数に通算する。 



 
（教員の研修に関する経過措置） 

第１２条 本部等職員就業規則等施行の際現に研修をしている者については、本部等職員就業規

則等の規定により承認したものとみなす。 
２ 本部等職員就業規則等の施行日の前日までに研修を申し出て、施行日以降に研修を開始しよ

うとしている者については、本部等職員就業規則等の規定により承認したものとみなす。 
 

附 則 
この法人規則は、平成１７年４月１日から施行する。 


